
 

 

 

 

平成 28 年 3 月 28 日 

  自 動 車 局 

 

第６回国際海上コンテナの陸上運送に係る安全対策会議の開催 
～国際海上コンテナ陸上運送中の事故防止に向けて～ 

 

 

 

 

 

 

国際海上コンテナは、効率的な海陸複合一貫輸送が可能であることから、国内外においてそ

の重要性が高くなっていますが、国際海上コンテナの横転事故は、車体の大きさや重さ等から、

一旦事故が起きると甚大な被害が生じるおそれがあります。こうした事故を抑止するため、「国

際海上コンテナの陸上運送に係る安全対策会議」を設置し、関係者間における事故防止に関す

る情報共有・意見交換を行うとともに、新たな施策の検討・実施・フォローアップを行うこと

としております。 

今般、SOLAS 条約改正により、輸出コンテナ貨物総質量の確定方法が明確化されること等を

踏まえ、各種検討を行います。 
 

 当該安全対策会議の日時等は下記のとおりです。 

 

１．日 時 

  平成 28 年 3 月 30日（水）14:00～16:00 
 

２．場 所 

  国土交通省 4階特別会議室（中央合同庁舎第 3号館 4階） 
 

３．委 員 

  別紙１の通り 
 

４．協議事項 

（１）国際海上コンテナの横転事故等の発生状況 

（２）国際海上コンテナの陸上における安全輸送マニュアルの一部改訂 等 
 

５．その他 

・取材は、会議冒頭カメラ撮りのみとさせていただきます。 

・会議冒頭カメラ撮りを希望される方は、１３時４５分までに会場にお集まり下さい。 

・議事概要等については、出席者の了承を得た後、公表します。 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省自動車局安全政策課 髙橋、鈴木 

 TEL：03-5253-8111（内線 41602、41615）03-5253-8566（直通） 

FAX：03-5253-1636 

国土交通省は、国際海上コンテナの横転事故状況等に基づき、国際海上コンテ

ナの陸上運送に係る安全対策に関する施策のフォローアップを行うとともに、

SOLAS条約改正に伴う「国際海上コンテナの陸上における安全輸送マニュアル」の

所要の改正を行うため、３月３０日に第６回国際海上コンテナの陸上運送に係る

安全対策会議を開催します。 



別紙１ 

第６回 国際海上コンテナの陸上運送に係る安全対策会議 

名簿 

 

（五十音順・敬称略） 

 

（関係業界） 

 小倉 一夫 一般社団法人日本船主協会 

  （所属：（株）ケイラインジャパン 大井トラフィックセンター センター長） 

 小原 祥司 一般社団法人日本港運協会（所属：三菱倉庫（株）取締役港運事業部長） 

 佐藤 修司 公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会 事務局次長 

 佐藤  正弥 一般社団法人日本経済団体連合会 産業政策本部 上席主幹 

高野 克己  一般社団法人日本貿易会 物流委員会ワーキンググループ座長 

         （所属：丸紅株式会社 貿易管理部副部長） 

 中村 達也 一般社団法人国際フレイトフォワーダーズ協会 業務部長 

 野上 義彦 日本商工会議所 流通・地域振興部主席調査役 

前田 耕一   外国船舶協会 

 真島 勝重 全日本港湾労働組合 書記長 

 山本 敦  公益社団法人全日本トラック協会 海上コンテナ部会 副部会長 

         （所属：名海運輸作業（株）専務取締役） 

 渡邊 正男 日本海運貨物取扱業会 専務理事 

 

（国土交通省） 

 宮城 直樹 国土交通省大臣官房審議官（自動車） 

 勝山 潔 国土交通省総合政策局国際物流課長 

  増田 博行 国土交通省道路局企画課長 

上野 純一 国土交通省道路局道路交通管理課長 

平井 隆志 国土交通省自動車局安全政策課長 

藤崎 耕一 国土交通省自動車局参事官（国際） 

島  雅之 国土交通省自動車局技術政策課長 

秡川 直也 国土交通省自動車局貨物課長 

 磯野 正義 国土交通省海事局外航課長 

 岩本 泉 国土交通省海事局検査測度課長 

 片山 敏宏 国土交通省港湾局港湾経済課長 

 

  （関係省庁） 

 早川 治   警察庁交通局交通企画課長 

野村 栄悟  経済産業省商務流通保安グループ流通政策課長兼物流企画室長 

 

事務局：国土交通省自動車局安全政策課 


